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幼児期の学校教育・保育の量の見込みと提供体制 

■子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育提供区域ごとに、教育・保育（幼稚園等、保育所等）

や地域子ども・子育て支援事業の量の見込みとともに、量の見込みに対応するための提供体制（供

給量）の確保方策、実施時期を記載する必要があります。 

 

１．教育・保育 

１）幼稚園等※1（３～５歳児【１号】＋【２号（教育）】※2） 

■幼稚園等に対するヒアリング調査※3の結果を踏まえ、提供体制の確保方策を整理しました。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

１号 
２号 

（教育） 
１号 

２号 
（教育） 

１号 
２号 

（教育） 
１号 

２号 
（教育） 

１号 
２号 

（教育） 

①量の見込み（人） 

879 161 864 158 848 155 832 153 816 150 

1,040 1,022 1,003 985 966 

②
確
保
方
策 

市立幼稚園・ 
私立認定こども園※4

（人） 
608 598 587 576 565 

私立幼稚園（人） 432 424 416 409 401 

合計（人） 1,040 1,022 1,003 985 966 

②－① 0 0 0 0 0 

■市立幼稚園と私立幼稚園・認定こども園において、令和2年度以降の量の見込みに対応していきま

す。 

※１ 幼稚園の利用者および認定こども園のうち 1号認定利用者 
※２ ２号（教育）とは、１号認定を受けて幼稚園等を利用している方のうち、保育の必要性があり２号認定

を受ける資格を満たす方を指します。 
※３ 市内の私立幼稚園・私立認定こども園を対象とした量の見込みや教育・保育の提供体制の確保方策等に関するヒア

リング調査（令和元年５～７月実施）。 
※４ 私立認定こども園は、1号認定について記載。 
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２）保育所等（３～５歳児【２号（保育）】＋０～２歳児【３号】） 

 

■保育所等※1に対するヒアリング調査※2の結果を踏まえ、提供体制の確保方策を整理しました。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

２号 
(保育) 

３号 ２号 
(保育) 

３号 ２号 
(保育) 

３号 

１・２歳 0 歳 １・２歳 0 歳 １・２歳 0 歳 

①量の見込み（人） 1,507 787 184 1,516 785 183 1,528 781 181 

②
提
供
量 

保育所（園）・ 
認定こども園※3（人） 

1,551 794 171 1,564 798 171 1,566 797 171 

企業主導型保育 
施設※4（人） 

1 16 7 1 16 7 1 16 7 

合計（人） 1,552 810 178 1,565 814 178 1,567 813 178 

②－① 45 23 ▲6 49 29 ▲5 39 32 ▲3 

 

 令和 5 年度 令和 6 年度 

２号 
(保育) 

３号 ２号 
(保育) 

３号 

１・２歳 0 歳 １・２歳 0 歳 

①量の見込み（人） 1,534 777 180 1,542 772 179 

②
提
供
量 

保育所（園）・ 
認定こども園※3（人） 

1,561 800 174 1,559 800 174 

企業主導型保育 
施設※4（人） 

1 16 7 1 16 7 

合計（人） 1,562 816 181 1,560 816 181 

②－① 28 39 1 18 44 2 

 

■量の見込みに対応するために、市内保育所において受け入れ児童数の調整を図るとともに、私立保

育園・認定こども園との連携により、提供体制の確保に努めます。また、認可外保育施設のうち企

業主導型保育施設についても、地域枠の設定により低年齢児の受け皿を確保し、令和2年度以降の

量の見込みに対応していくとともに、令和５年度での待機児童の解消を目指します。 

 

※１ 保育所（園）の利用者および認定こども園のうち２・３号認定利用者 
※２ 市内の私立保育園・私立認定こども園等を対象とした量の見込みや教育・保育の提供体制の確保方策等に関するヒ

アリング調査（令和元年５～７月実施）。 
※３ 認定こども園は、2・3号認定について記載。 
※４ 企業主導型保育施設とは、認可外保育施設のうち事業所内保育施設について、（公財）児童育成協会より

一定の要件を満たしていることを条件に助成を受けている施設のこと。このうち、定員から従業員枠を
除いた地域枠について記載。 

 


